
三者調査の受託者による書類調査、関係者ヒアリング等は、必要な措置を講じるとともに、受託弁護士からの提 動

言を踏まえた再発防止策を定め、行政執行の適正性を確 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

保します。 標 予　定 10 12 0指標値
2

実　績 12 21 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

調査の終了時期は、弁護士の作成する調査計画や、当該 標 予　定指標値
調査の進捗状況によるため不透明であり、年度をまたぐ 3

実　績 －－－可能性もあります。

名称 単位
活

内容説明動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
4年度 － 5年度 Ⅰ：現状のまま継続 6年度 Ⅰ：現状のまま継続

令和６年６月に調査報告書が提出され、７月に公表後、８月に市議会から提出された要望書に記載された２

施設を対象として、第三者による追加調査を実施し、令和７年３月末に追加調査報告書が提出されました。

これを公表するとともに、必要な措置を検討した上で、令和７年度に当該事務を終了します。
今後の方針等

令和６年度　事務事業評価表
48313

一般会計

事務事業名 行政事務執行管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

総務部 コンプライアンス推進課 コンプライアンス推進係 大竹　洋子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・即応性の高い行政経営

総合計画体系 個別目標 機能的な組織・態勢づくり

めざす成果

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

令和05年度 令和07年度 3年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

当初調査５施設（大和ゆとりの森ほか）、追加調査２施 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
設（こどもの城、やまと公園） 事業費 2,180 2,334 902

人件費 3,004 8,075 769

目　的 総事業費 5,184 10,409 1,671

市議会からの前市長による公共工事のやり直しに関する 7年度事業費（予算額）財源内訳
調査依頼等に記載された施設を対象として、第三者によ 国支出金 0

る調査を実施し、工事執行等の適正性を判断します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・第三者たる弁護士２名及び一級建築士１名それぞれと その他 0

　契約を締結し、調査業務等を委託します。 一般財源 902

・うち弁護士１名との委託契約には、調査業務のほか、 合　計 902

　調査計画及び報告書の作成等業務を含めます。 ３.活動内容

名称 調査対象施設 単位 施設
活

内容説明 第三者調査の対象施設動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 5 5 0指標値
1

実　績 5 7 －－－成　果（効果･予測）

行政の透明性を高め、説明責任を果たします。 名称 調査会議実施回数 単位 回
調査の結果、仮に違法又は不当な点が認められた場合に 活

内容説明 第



数 単位 回
活

内容説明 ハラスメント相談員同士の連絡調整のための会議動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 0 1 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

ハラスメント防止意識の醸成のため、各種取組を強化す 標 予　定指標値
る必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
4年度 － 5年度 － 6年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

ハラスメントの防止に向けて、職員研修の充実を継続するとともに、ハラスメントを発生させない職場づく

りに向けて対策の検討を進めていきます。

今後の方針等

令和６年度　事務事業評価表
49072

一般会計

事務事業名 ハラスメント対策事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

総務部 コンプライアンス推進課 コンプライアンス推進係 大竹　洋子

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 健康な行政経営・人財を活かした行政経営

総合計画体系 個別目標 職員の意欲を高める配置・環境づくり

めざす成果

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

根拠法令 名　称 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

令和06年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

職員等 5年度（決算額） 6年度（決算額） 7年度（予算額）
事業費 729 313 954

人件費 8,036 9,613 16,918

目　的 総事業費 8,765 9,926 17,872

職員、市長等及び議員が互いに信頼し、人権を尊重する 7年度事業費（予算額）財源内訳
ことで、それぞれの能力を発揮することができる良好な 国支出金 0

職場環境を確立します。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

ハラスメント相談員等による相談体制の強化及びハラス その他 0

メント研修を実施します。 一般財源 954
合　計 954

３.活動内容

名称 ハラスメント研修の受講者数 単位 人
活

内容説明 ハラスメント予防等対策としての研修動

指 5年度 6年度 (当該年度) 7年度

標 予　定 1,800 2,112 2,237指標値
1

実　績 2,078 2,148 －－－成　果（効果･予測）

良好な職場環境を促進します。 名称 ハラスメント相談員連絡会の開催回


